
資料 １ 

 

 

 

佐野市みかもクリーンセンター余熱利用施設 

指定管理者 業務仕様書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和８年７月 

 

栃木県佐野市農林環境部 

衛生施設課 

 

 



1 

 

第１ 管理運営の基本方針 

 

 １ 佐野市みかもクリーンセンター余熱利用施設の設置理念 

   佐野市みかもクリーンセンター余熱利用施設（以下「指定施設」という。）は、

市民の健康の維持及び増進、市民相互のふれあい及び交流の促進並びに地域の活

性化を図るため設置された施設である。 

 

 ２ 管理運営に関する基本的な考え方 

 （１）指定施設の設置理念に基づき、管理運営を行う。 

 （２）利用者の平等な利用を確保する。 

 （３）利用者の安全に配慮し、事故防止に努める。 

 （４）市民ニーズや利用者の意見を反映させた管理運営を行う。 

 （５）効率的な運営を行い、管理経費の縮減に努める。 

 （６）個人情報の保護を徹底する。 

 （７）地元地域との連携を図る。 

 （８）利用促進に努め、施設の活性化を図る。 

 （９）施設設備及び備品の安全管理に努める。 

 （10）ごみの削減、省エネルギー、ＣＯ₂削減等環境に配慮した管理運営を行う。 

 

 

第２ 利用時間及び休館(場)日 

 

 １ 屋内施設・多目的運動場の開館時間及び休館(場)日 

 （１）開館時間  午前９時から午後 11時まで 

          ※ただし、日曜日、土曜日及び祝日は午後９時まで 

 （２）休 館 日  ①第１金曜日及び第３金曜日 

          ②12月 30日から翌年の１月２日までの日 

          ③定期点検日（例年８月～９月の６日間程度※変更となる場合

があります。） 

 

 ２ 屋外施設（多目的運動場及び駐車場を除く）の利用時間及び休場日 

 （１）利用時間  午前９時から午後 10時まで 

          ※ただし、日曜日、土曜日及び祝日は午後９時まで 

 （２）休 場 日  ①第１金曜日及び第３金曜日 

          ②12月 30日から翌年の１月２日までの日 

          ③定期点検日（例年８月～９月の６日間程度※変更となる場合

があります。） 
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 ３ 駐車場の利用時間及び休場日 

 （１）利用時間  午前８時 30分から午後 11時 30分まで 

          ※ただし、日曜日、土曜日及び祝日は午後９時 30分まで 

           

 （２）休 場 日  ①第１金曜日及び第３金曜日 

          ②12月 30日から翌年の１月２日までの日 

          ③定期点検日（例年８月～９月の６日間程度※変更となる場合

があります。） 

 

 ４ 利用時間及び休館(場)日の設定 

   上記にかかわらず、指定管理者は開館時間、利用時間、休館日若しくは休場日

を変更し、又は臨時に休館日若しくは休場日を定めることができる。その際は、

あらかじめ市の承認を得るものとする。 

 

 

第３ 法令等の遵守 

   指定施設の管理運営にあたっては、関係法令及び佐野市条例等を遵守しなけれ

ばならない。指定管理期間中、関係法令等に改正があった場合は、改正された  

内容を仕様とする。 

 

 

第４ 業務の内容、基準 

 

 １ 運営管理に関すること 

 （１）人員配置 

   ①指定施設の包括的管理を行う総括責任者とそれを補佐する業務責任者を配置

する。なお、プール施設の責任者は他の施設の職員を兼ねることができない。 

   ②指定施設の受付利用案内及び管理業務等が適切に行える職員を常時配置する。 

   ③管理に係る全職員(臨時職員等を含む)の勤務形態等については、労働基準

法・労働安全衛生法・その他労働関係法令を遵守し、管理に支障のないよう

に配置する。また、配置にあたっては、業務量の変動を踏まえた弾力的な配

置を行う。 

   ④指定管理者が共同事業体である場合、人員配置と組織の命令系統などに整合

性を図るよう配慮する。 

   ⑤防火管理者の資格を有する者を配置する。 

 

 

 



3 

 

 （２）職員の研修 

   ①指定管理者による円滑な管理を行うため、配置する予定の職員について、  

施設の管理を行う前に、業務上必要な研修を行う。 

   ②指定予定期間内において、具体的な職員の研修計画を作成する。 

   ③研修計画の内容については、指定施設の管理運営の質の向上に資するものとする。 

   ④ＡＥＤ(自動体外式除細動器)及び心肺蘇生法等、救命救急の研修を行う。 

   ⑤その他問題等が生じた場合、その解決のための研修を行うなど、随時必要に

応じた研修を行う。 

 （３）利用料金に関する業務 

   ①利用料金は、指定管理者の収入とし、収受する。 

   ②施設、設備、器具等に係る利用料金は、原則として前納とする。 

   ③収受した利用料金については原則還付しない。ただし、次のいずれかの事項

に該当する場合は、その全部又は一部を還付することができる。 

    ア 利用者の責めに帰することができない理由により利用することができな

くなったとき 

    イ 許可を受けた利用開始時間前に利用の取消し又は変更を申し出たとき 

    ウ その他指定管理者が特別の理由があると認めるとき（差別的な取扱いを

しないこと） 

   ④利用料金の収受方法について、指定管理者はあらかじめ定めておくこと。 

   ⑤利用料金の金額は、佐野市みかもクリーンセンター余熱利用施設条例に規定

する金額の範囲内において、あらかじめ市長の承認を受け、指定管理者が定

める。その際は今までの利用実績や収支状況等、施設の有効活用を考慮し、

適切に定めるものとする。決定後は速やかに公表するものとする。 

   ⑥佐野市みかもクリーンセンター余熱利用施設条例施行規則の基準に従い、 

利用料金の減免措置を行う。 

   ⑦地元３町会（町谷町、関川町及び黒袴町）等に交付するチケットについては、

佐野市みかもクリーンセンター余熱利用施設条例に規定する金額を、後納に

より収受する。 

   ⑧現在、月額利用により利用している利用者には、現状のサービス水準を維持

すること。月額利用を行うため現指定管理者が利用しているシステム（付属

設備や登録証の発券を含む）は引継ぎができないため、新たなシステム等を

用意すること。 
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 ２ 利用の許可等に関すること 

 （１）利用申込の受付、許可等 

   ①利用許可の申請及び許可等については、佐野市みかもクリーンセンター余熱

利用施設施行規則に定める様式を使用する。なお、その他に書類の様式が必

要な場合は、あらかじめ市の承認を得て指定管理者において定めるものとす

る。個人利用の場合は、申請書の提出を省略することができる。この場合は､

指定管理者は利用券等を発行するものとする。 

   ②利用許可の申請時において、申請者に対し次の事項についての説明を行う。 

    ア 施設利用にあたっての遵守事項 

    イ 利用許可の変更及び取消しの手続き 

    ウ 利用料金に関する事項（金額、納付方法、還付など） 

   ③利用申込の受付は先着順とし、許可にあたっては公平性を確保する。 

   ④利用の許可にあたっては、佐野市みかもクリーンセンター余熱利用施設条例

第８条に規定する事項に該当しないことを確認のうえ許可する。 

 （２）利用の変更、取消し等 

   ①利用の許可後、利用取消しの申し出があった場合、都度利用者には口頭によ

りこれを行い、専用利用者等にはみかもクリーンセンター余熱利用施設利用

等取消申請書を提出させる。 

   ②利用取消しの申請時、専用利用者等には専用利用許可書等を添付させる。 

   ③利用の変更の場合は、みかもクリーンセンター余熱利用施設許可事項変更申

請書を提出させる。 

 （３）特別の設備の設置等の許可 

    利用にあたって特別の設備の設置等を行う場合は許可を必要とするため、 

利用許可申請時にその旨を説明する。 

   ①特別の設備の設置の許可にあたっては、防火、防災、安全等に配慮し、施設

や附属設備に損傷を与えるものは、許可をしない。 

   ②施設及び附属設備の変更の許可にあたっても同様とし、また、容易に原状  

回復ができないものについては、許可をしない。 

 （４）その他 

    物品の販売、広告物の掲示及び配布、寄附の募集その他これらに類する行為

については、市長の許可が必要であるため、申し出があった場合は事前に当該

行為の内容を聴取し、市に速やかに連絡を行うこと。 
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 ３ 施設及び設備の維持管理に関すること 

   指定管理者は、善良な管理者の注意をもって指定施設及び附属設備の維持管理

を行い、その機能と環境を良好に保ち、利用者が快適に利用できるよう努めるこ

ととする。主な業務は次のとおりであるが、実施にあたっては、指定施設に適用

される関係法令に係る基準を遵守すること。業務の詳細については、「別紙１  

佐野市みかもクリーンセンター余熱利用施設の維持管理及び運営に関する業務

基準」に定めるとおりとする。 

 （１）建築物保守管理業務 

    施設の適切な運営のため、建築物について保守点検を行うものとする。また、

実施にあたっては関連法令等に基づき、必要な許認可等を受けるものとする。 

 （２）建築設備保守管理業務 

    指定施設に設置した電気設備、機械設備、空気調和設備、給排水衛生設備、

昇降機設備（フルメンテナンス契約を推奨）、監視制御設備及び防災設備等につ

いて、適切な維持管理計画に基づき、運転・監視、点検、保守及び修繕等を実

施する。修繕箇所が見つかった場合、市へ報告の上、修繕を行うこととする。

（ただし、トレーニング器具及び施設の備品、指定管理者所有の車両及び作業

用機械については、金額を問わず指定管理者が修繕を行うものとする。） 

また、100 万円を超える修繕が必要な場合や大規模な改修の必要性が予見さ

れる場合は、速やかに市へ報告するとともに、改修等の内容について提案を行

うものとする。 

 （３）外構施設保守管理業務 

    屋外施設（駐車場、自転車置場、車路、歩道、外灯、門扉等）について、     

適切な維持管理計画に基づき、運転、監視、点検、保守及び修繕を実施するこ

とで、常に正常な性能及び機能を維持する。 

 （４）多目的運動場維持管理業務 

    利用者が安全かつ快適に多目的運動場を利用できるよう、多目的運動場及び

管理棟の点検、保守、清掃、警備、補修、修繕等を行う。 

 （５）備品等保守管理業務 

    指定施設に設置した備品等について、点検、保守及び修繕等を実施し、常に

良好な状態を維持する。 

 （６）清掃業務 

    利用者が快適に利用できるよう、日常及び定期清掃等を行い、施設内外の  

良好な衛生環境及び美化・保全に努めることとする。 

 （７）環境衛生管理業務 

    利用者が快適に指定施設を利用できるように、適切な環境衛生管理計画に 

基づき、環境衛生管理業務を実施する。 
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 （８）植栽維持管理業務 

    周辺環境との調和を保ちつつ、利用者等に対して不快感を与えないよう、適

切な敷地内の除草及び植栽管理を行う。 

 （９）警備業務 

    指定施設が公共用財産であることを意識し、また、利用者が安心して利用でき

る環境を確保するため、防犯、防火及び防災対策を行う。閉館時の機械警備及び

巡回警備を実施する。なお、開館中においては指定管理者の職員が随時建物内

外の巡視を行うものとする。 

 

 ４ 施設の運営に関すること 

 （１）施設管理業務 

    指定施設の設置目的を踏まえ、施設を最大限に発揮させ、効果的・効率的な

施設運営を目指し、施設の管理運営を安定的に実施し、利用者の安全対策と  

利便性の向上を図ることに努める。 

 （２）プールゾーン・トレーニングゾーン運営業務 

    利用者が気持ちよく、安全に「健康増進を楽しめる」施設を目指す。 

 （３）温浴施設ゾーン運営業務 

    当該温浴施設はスポーツ後の入浴だけでなく、地域住民の交流、福祉、健康

づくり、観光振興等、地域の活性化に資するものである。このような目的に合

致した運営に努める 

 （４）多目的ゾーン運営業務 

    事業者が共用ゾーンで実施する自主事業（物品販売、自動販売機等）で必要

な備品等は、全て事業者の負担で調達・設置する。 

 （５）管理・共用ゾーン運営業務 

    指定管理者は、指定施設の設置目的を損なわない範囲で自主事業等を行うこ

とができる。事業計画書において提案し、実施の際は市と協議の上、行うこと。 

 （６）屋外施設運営業務 

    フットサル種目以外でも、人工芝の特性を活かして多目的なスポーツレクリ

エーション活動へのコートの貸出し等を行う。 

 （７）その他本事業で必要な業務 

   ①無料巡回バスの運行 

     現指定管理者が実施している無料巡回バスについては、利用者の利便性を

考慮し、一定本数を引き続き運行すること。 

    【参考：現在の運行業況】 

・運行日 週３日運行（月曜日、水曜日、木曜日。祝日の場合は運休） 
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・コース Ａ佐野駅コース（月曜日、水曜日、木曜日）［往復］ 

    佐野駅⇔金吹町公民館⇔佐野医師会病院⇔佐野信用金庫南支店⇔淨泉寺⇔ 

堀米郵便局⇔犬伏郵便局⇔指定施設 

Ｂ周辺町会コース（月曜日、木曜日）［循環］ 

    指定施設→黒袴町公民館→米山南町公民館→関川町内(2箇所)→関川町 

公民館→カタクリの里駐車場→町谷町内(1箇所)→町谷西公園→指定施設 

   ②温泉の調達 

     現在、温浴施設の一部で温泉を調達しているため、継続した調達に努める

こと。 

 

 ５ その他 

 （１）第三者への業務委託について 

    指定管理者が行う業務の全部を第三者に委託し、又は請け負わすことはでき

ないものとする。なお、業務の一部を第三者に委託する場合は、事前に市と  

協議を行うものとする。 

 （２）緊急時の対応 

   ①災害等緊急時の利用者の安全確保、避難、誘導、関係機関への連絡など、必要な

事項についてマニュアルを作成し、訓練を行い、発生時には的確な対応をする。 

   ②災害発生時、みかもクリーンセンター余熱利用施設も臨時的に避難場所等とし

て指定されることがあるため、災害発生時には市の災害対応に協力すること。 

   ③災害等以外での施設内で発生した事故（利用者の急病、けがなど）について

も的確な対応ができるよう努めること。 

 （３）事業の広報等 

    ホームページの活用等の広報活動を行い、施設利用の促進等に努める。   

また、スポーツや健康体力づくりに関する情報を広く集めて整理し、利用者の

閲覧に供するなど、啓発活動に努めること。 

 （４）各種要望やクレーム対応処理 

    施設における各種要望の受付やクレーム対応を行うとともに、それを受けた

施設等の改善を実施する。要望やクレームについては、事業月報に実績と対応

結果を記入するものとする。 

 （５）利用者ニーズの把握 

    指定管理者は、施設におけるサービス向上のため、年１回利用者アンケート

を実施するなど、利用者ニーズを把握し、管理業務に反映させることに努めな

ければならない。その際行った、アンケート結果は市に提供すること。 

 （６）その他施設運営上の基準 

    市では、公共施設全般において敷地内禁煙としているため、指定施設は全面

禁煙とすること。 
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第５ 経費等 

 

 １ 予算の執行 

   上記業務及び管理基準に定める内容に基づき、指定施設の管理運営上必要な経

費については次に掲げる例外を除き、市が支払う指定管理料に全て含まれるもの

とする。 

 （１）指定管理料に含まれない経費（市が負担する経費）は、次のとおりとする。 

   ①施設・設備の修繕に要する費用のうち１件 100万円以上のもの（ただし、ト

レーニング器具及び施設の備品、指定管理者所有の車両及び作業用機械につ

いては、金額に問わず指定管理者が負担する。） 

   ②建物の火災保険料 

   ③自主事業に係る経費 

 

 ２ 会計年度 

   会計年度は毎年４月１日から翌年３月 31日とする。 

 

 ３ 報告 

   市は会計年度終了後の事業報告、事業月報の他、必要に応じて経理状況等について

随時報告を求めることができる。この場合、指定管理者はこれを拒んではならない。 

 

 ４ 利用料金の取扱い 

   条例に定める施設等の利用料金については、指定管理者の収入とする。 

 

 ５ 自主事業などの収益の取扱い 

   指定施設の設置目的に基づき、指定管理者が提案し、市が審査により認めた  

事業の収入は指定管理者の収入とする。ただし、自主事業と指定管理料の会計は

一緒にせず、区分して管理すること。 

 

 ６ 経理規程・帳簿など 

   指定管理者は、指定施設の運営にあたり、経理規程を作成し経理事務を行い、

帳簿を備えて収入支出の額を明らかにするとともに、その帳簿及び収入支出内容

を証する書類を業務終了年度から５年間保管しなければならない。 

 

 ７ 立入検査 

   市は必要に応じて、施設、設備、物品、各種帳簿等の現地調査を行うことがで

きることとし、指定管理者はこれを拒んではならない。 
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第６ 計画書及び報告書等の作成 

 

 １ 次年度事業計画書の提出 

   業務仕様書に定める要求基準を充たす次年度事業計画書を作成し、管理を予定

している年度の開始までに市に提出しなければならない。 

 

 ２ 事業報告書等の作成 

 （１）事業報告書 

    指定管理者は毎年度終了後２月以内に事業報告書を作成し、市に提出しなけ

ればならない。主な内容は次のとおりとする。 

   ○事業報告書（本書） 

    【添付書類】 

     ・業務収支決算書 

     ・業務実施報告書 

     ・利用状況報告書（月別に記載） 

     ・利用料金収入明細書（月別に記載） 

     ・修繕、保守点検実施状況 

     ・自主事業の年間利用実績 

     ・利用者アンケート結果 

     ・備品台帳及び異動報告書 

     ・その他市が運営状況の確認に必要であると認めた書類 

 （２）事業月報 

    指定管理者は翌月 10日までに事業月報を作成し、市に提出しなければならない。

主な内容は次のとおりとする。 

   ○事業月報（本書） 

    【添付書類】 

     ・各施設の日別利用実績 

     ・日別利用料金等の収入状況 

     ・要望や苦情、トラブル等の実績と対応結果 

     ・植栽維持管理状況 

     ・自主事業の利用状況等 

 

（３）予算執行状況報告書 

    指定管理者は四半期ごとに予算執行状況報告書を作成し、各業務の進捗状

況と併せて市に報告しなければならない。 
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 （４）財務諸表及び納税証明書の提出 

    指定管理者として指定された場合、切れ目なく経営状況や納税状況を確認す

るため、申請時に提出済みの事業年度以降の「財務諸表」及び「納税証明書」

については、提出可能になり次第、できるだけ速やかに提出すること。 

※共同事業体の場合は構成員全てのものを提出すること。 

 

 

第７ 施設の修繕・改修について 

   指定管理者は指定施設の管理運営を行うにあたり、施設・設備が損傷した場合、

速やかに市へ報告の上修繕を行わなければならない。 

 １ 修繕の費用負担 

   修繕費用の負担については、次のとおりとする。なお、下記の区分に疑義が生じ

た場合や、下記以外の事由により損傷した場合は、その都度協議するものとする。 

No 損傷の事由 経費区分 

１ 経年劣化による修繕（施設・設備） 
１件 100 万円以上の修繕については市が 
負担する。それ未満のものは指定管理者
の負担とする。 

２ 
経年劣化による修繕（トレーニング
器具・施設備品・車両・作業用機械） 

原則として指定管理者が負担する。 

３ 
第三者の行為によるもので相手方
が特定できないもの 

経年劣化によるものと同様。 

４ 
第三者の行為によるもので相手方
が判明しているもの 

対象物、金額に係らず市が修繕を行い、
相手方に費用の請求を行う。 

５ 
指定管理者の管理上の瑕疵による
損傷 

対象物、金額に係らず指定管理者が自己
の費用において修繕を行う。 

６ 
暴風、洪水、地震等の不可抗力に 
よる損傷 

対象物、金額に係らず市が修繕を行う。 

 

 ２ 市への報告 

   指定管理者は施設・設備が損傷した場合、市に速やかに報告しなければならない。

指定管理者が自己の費用において修繕を行った場合も同様とする。 

 

 ３ 施設の改修 

   指定管理者は、指定施設の一部又は全部について、原形より変形または追加し、

容易に原状回復できないような改修を行ってはならない。ただし、指定管理者の

提案により市が認めたもの、または市の指示によるものについては、その限りで

ない。その場合、費用については、両者協議のうえ定めるものとする。 
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 ４ その他 

   適切な方法にて修繕を実施の施設・設備に係る１件 100万円以上の修繕に関し

ては市が負担するものとするが、機器のオーバーホールや大規模な改修について

は、市において改修事業として対応するため、点検の結果、将来大規模な修繕が

必要な箇所について修繕計画等を作成し、市に報告しなければならない。 

 

 

第８ 物品の取扱い 

 

 １ 備品等 

 （１）指定施設の管理運営にあたり必要な備品に関しては、無償で貸し出すものと

する。（以下、「市有備品」という。） 

    （「資料２ みかもクリーンセンター余熱利用施設備品一覧」を参照） 

 （２）指定管理者は、市有備品について管理台帳を備え、適切に管理しなければな

らない。 

 （３）市有備品が損傷または紛失した場合は､速やかに市に報告し指示を受けること｡ 

 

 （４）指定管理者が指定管理料で購入した備品は、市の所有物とする。 

 

（５）トレーニング器具のリニューアルを行うこと。リニューアルするトレーニン

グ器具は、「資料２ みかもクリーンセンター余熱利用施設備品一覧」に記

載のある物品及び、物品数を基に「購入」するものとし、現行品と同等以上

の性能を持つ製品を導入すること。なお、製品の導入にあたっては、設置費

及び処分費を含むものとする。 

 

 ２ 物品の持込 

   指定管理者は、指定施設の管理運営上必要と認められる場合は、自己の所有す

る物品を持ち込むことができる。その場合、事前に市の承認を得ることとし、  

その設置・撤収に係る費用については、指定管理者の負担とする。 

 

 

第９ 個人情報の保護、守秘義務、情報公開の取扱い 

 １ 個人情報の保護 

   指定管理者は、個人情報の保護に関する法律（平成 15年法律第 57号）を遵守

し、指定施設の管理運営において個人情報を取り扱う場合は、個人情報の保護が

図られるよう必要な措置を講じなければならない。 
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 ２ 守秘義務 

   指定管理者は、指定施設の管理運営業務を行うにあたり、業務上知りえた秘密

を第三者に漏らしたり、自己の利益のために使用してはならない。指定管理業務

の終了後も同様とする。 

 

 

 ３ 情報公開 

   指定管理者は、佐野市情報公開条例の趣旨に則り、指定施設の管理運営を行うに

あたり、作成し、又は取得した文書、図面及び電磁的記録等で指定管理者が管理す

るものについて、情報公開に関し必要な措置を講じるよう努めなければならない。 

 

 

第 10 協議 

   指定管理者は、この業務仕様書に規定するもののほか、指定管理者の業務の  

内容及び処理について疑義が生じた場合は、その都度市と協議を行い決定する。 

 

 

第 11 指定期間終了後または業務終了の際の手続き 

   指定管理者は、指定管理業務の終了にあたり、次の業務を行う。 

 １ 募集要項等の作成の協力 

   次期指定管理者の募集要項等の作成にあたり、市の要請に応じて、事業実績の

取りまとめや、備品台帳の作成など必要な業務を行う。 

 

 ２ 次期指定管理者への引継ぎ 

   次期指定管理者に業務引継ぎを行うため、管理する文書の整理、業務引継書の

作成などを行う。通常、最終年の１月には次期指定管理者の指定が行われるため､

円滑な業務移行ができるよう、十分な期間の確保に努める。 

 

 ３ 施設の原状回復、文書の引渡等 

   指定管理者の持ち込んだ物品の撤去など、施設の原状回復を行うとともに、  

文書や物品の引渡を行う。 

 

 ４ その他必要な業務 

   次期指定管理者（候補を含む）の視察の受け入れや、業務委託の打ち合わせ等、

必要な業務を行う。 
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第 12 その他業務に必要な事項に関する基準 

 

 １ 自動販売機の取扱い 

   自動販売機の設置については、「市有財産使用許可」が必要なため、指定管理者

は市に市有財産使用許可申請を行い、市から許可を受けた後、自動販売機業者と

契約を締結すること。 

 ２ 保険への加入 

   施設の管理運営にあたっては、利用者に対する損害賠償の観点から、現在、市

において全国市長会の「市民総合賠償補償保険」に加入している。指定管理者は､

みなし被保険者としてこの保険の適用があるが、指定管理者独自の事業（自主事

業）には適用されず、補償内容にも限りがあるため、指定管理者においても自ら

のリスクに見合う適切な保険に加入するものとする。 

 「市民総合賠償補償保険（全国市長会）」の補償内容 

  契約類型 ５型-①-Ｄ型 

種 類 賠償責任保険 補 償 保 険 

保険金額 

身体賠償 １名につき   １億円 

１事故につき  10億円 

財物賠償 １事故につき 2,000万円 

死亡補償保険金     100万円 

後遺障害補償保険金 ４～100万円 

入院補償保険金   １日から適用 

通院補償保険金 ６日以上から適用 

対象範囲 

①市が所有、使用または管理する

施設に起因する偶然な事故 

②市業務に起因する偶然な事故 

③市が福祉施設・保養施設におい

て生産、販売または提供する飲

食物に起因する偶然な事故 

①市が主催・共催する社会教育活動、

スポーツ活動及び社会福祉活動 

②その他市が主催・共催し、住民が

参加する行事等 

③社会奉仕活動（ボランティア活動） 

 


